議会議案第１１号

障害者自立支援法案見直しに関する意見書

上記議案を会議規則第１４条の規定により提出致します。

平成１７年６月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出者　太田市議会議員　本田　一代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賛成者　　　　　同　　　太田　けい子

　　　　同　青木　　猛

　　　　同　福島　戈吉

　　　　同　富田　泰好

　　　　同　市川　隆康

　　　　同　井野　文人

　　　　同　岩松　孝壽

　　　　同　福井　宣勝

　　　　同　永田　洋治

　　　　同　山田　隆史

　　　　同　斎藤　光男

　　　　同　岩瀬　　卓

　　　　同　稲葉　征一

　　　　同　楢原　　宏

　　　　同　上村　信行

　　　　同　河野　　博

　　　　同　濱田　光雄

障害者自立支援法の見直しに関する意見書

　障害者自立支援法案が今国会において審議されているが、障害者の自立支援、特に就労や地域生活の支援を強化する観点から、新制度施行に当たっては、当事者である障害者及びその保護者でる親の視点に立ち、下記事項を重点的に見直しされるよう要請する。

記

１　利用者に対する定率負担制度の導入においては、障害者の自立支援としての観点から、利用者本人の所得(収入)を対象とし、生計を一にする親、兄弟等についての収入は定率負担算定基準の対象外とされることを強く求める。

２　利用者負担の軽減措置について、上記定率負担算定に併せて利用者負担の軽減額を厚くしていただきたい。

３　障害程度区分の認定においては、介護保険制度の「要介護認定基準」を基本とすることとなっているが、知的障害は発達期の障害であって、知的障害の特性、すなわち日常生活での行動面や社会生活上のトラブル時等への支援が非常に重要であり、知的障害者の要支援ニーズを的確に把握・評価され、その特性を正しく理解した判定基準を求める。

４　介護給付に基づく「生活介護事業」の対象を拡大願いたい。高齢者を含め、多くの知的障害者の実態は、訓練等給付における自立訓練支援、就労移行支援及び就労継続支援等、日中活動に馴染まない者がいることから、介護給付に基づく「生活介護」の対象である「常時介護を要する重度の障害者」の範囲の拡大を図り、日中活動の場を保障していただきたい。

５　障害児のケアマネジメントを的確に行うためには、質の高い専門的な「ケアマネージャー」の必置が大変重要である。すなわち障害程度区分の認定、介護給付等のサービス受給に当たってのケアプランが必要になるため、その研修体制と組織的養成を行い、公的資格制度と社会的な位置付けの確立が急務である。

６　地域生活支援事業の位置づけを明確にし、介護給付等事業と同等の財政裏づけを保障していただきたい。市町村に委託される「地域生活支援事業」はその位置づけが明確ではなく、具体的な事業においては介護給付等事業への転換が必要な場合もあるが、実施に当たっては財政において確実な基盤を保障していただきたい。特に、「地域活動支援」においては介護給付等事業と同等の財政基盤を保障していただきたい。

７　新制度の介護給付における「行動援護」は、重度障害者のごく限られたものとなり、他の障害者の移動介護はすべて地域生活支援事業になってしまうため、介護給付における「行動援護」の範囲拡大を願いたい。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成１７年６月２９日

太田市議会議長　斉藤幸拓

内閣総理大臣

厚生労働大臣　あて

